
                                                

平成 21 年経済センサス‐基礎調査 
新規調査事項に係る結果表様式（案）  

【従産業】
　　　　　　　第３２表  事業所で行っている産業大分類，産業（小分類），本所・支所，経営組織別

　民営事業所数及び男女別従業者数－全国，都道府県

Ａ～Ｒ
事業所で行っている産業大分類
　 農業， 林業 　
　 漁業
　 鉱業， 採石業， 砂利採取業
　 建設業
　 製造業

 　 電気・ ガス・ 熱供給・ 水道業
　 情報通信業
　 運輸業， 郵便業

　  　 ※ 　 卸売業， 小売業
　 金融業， 保険業
　 不動産業， 物品賃貸業
　 学術研究， 専門・ 技術サービス業
　 宿泊業， 飲食サービス業
　 生活関連サービス業， 娯楽業
　 教育， 学習支援業
　 医療， 福祉
　 他の営利事業
　 その他（ 政治・ 経済・ 文化・ 宗教団体など）

Ａ～Ｂ

(注)  都道府県については主な産業は中分類により 表章
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　   う  　 ち　  会 　 社
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第３３表  事業所で行っている産業大分類，産業（小分類），経営組織，従業者規模別

　全事業所数及び男女別従業者数－全国，都道府県
全国， 都道府県

Ａ～Ｓ
総 数 事業所で行っている産業大分類
１ ～ ４ 人 　 農業， 林業
５ ～ ９ 人 　 漁業
10 ～ 29 人 　 鉱業， 採石業， 砂利採取業
30 ～ 49 人 　 建設業
50 ～ 99 人 　 製造業
100 ～ 299 人 　 電気・ ガス・ 熱供給・ 水道業
300人以上 　 情報通信業
派 遣 従 業 者 の み 　 運輸業， 郵便業

　 卸売業， 小売業
民 営 　 金融業， 保険業

※1 　 不動産業， 物品賃貸業
　 学術研究， 専門・ 技術サービス業

  う   ち  個  人 　 宿泊業， 飲食サービス業
※1 　 生活関連サービス業， 娯楽業

　 教育， 学習支援業
  う   ち  法  人 　 医療， 福祉

※1 　 他の営利事業
　 その他（ 政治・ 経済・ 文化・ 宗教団体など）

   う   ち 会  社
※1

国 ， 地 方 公 共 団 体
※1

Ａ～Ｒ

(注)  都道府県については主な産業は中分類により 表章
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資料２ 



第34表  事業所で行っている産業大分類，本所・支所（３区分），経営組織（５区分），従業者規模（８区分）別
全事業所数及び男女別従業者数－全国，都道府県，市区町村

　全国，都道府県，市区町村

総 数 事業所で行っている産業大分類
　 農業， 林業
　 漁業
　 鉱業， 採石業， 砂利採取業
　 建設業
　 製造業
　 電気・ ガス・ 熱供給・ 水道業

　 う 　 ち　 法　 人 　 情報通信業
　 　 　 う ち会社 　 運輸業， 郵便業

　 卸売業， 小売業
　 金融業， 保険業

１ ～ ４ 人 　 不動産業， 物品賃貸業
５ ～ ９ 人 　 学術研究， 専門・ 技術サービス業
10 ～ 29 人 　 宿泊業， 飲食サービス業
30 ～ 49 人 　 生活関連サービス業， 娯楽業
50 ～ 99 人 　 教育， 学習支援業
100 ～ 299 人 　 医療， 福祉
300人以上 　 他の営利事業
派遣従業者のみ 　 その他（ 政治・ 経済・ 文化・ 宗教団体など）
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【持株会社か否か】

第１８表　企業産業（中分類)，常用雇用者規模，持株会社か否か別企業数，

         事業所数及び常用雇用者数（子会社のある企業）－全国，都道府県
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Ａ～Ｒ (注) 国内子会社数規模は海外の子会社の存否にかかわらず，国内に存在する

子会社数の規模階級によって企業を分布し，企業数として表章した

     0～  　4人 ものであり，海外子会社数規模は国内の子会社の存否にかかわらず，

     5～  　9 海外の子会社数の規模階級によって企業数として表章する。

    10～　 19

    20～　 29

    30～   49

　     50～   99

   100～  299

   300～  999

 1,000～1,999

 2,000～4,999

 5,000人以上

Ａ～Ｂ
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第１９表　企業産業（中分類)，持株会社か否か，子会社数規模別企業数，事業所数，常用雇用者数
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純粋持株会社 (注) 国内子会社数規模は海外の子会社の存否にかかわらず，国内に存在する

事業持株会社 子会社数の規模階級によって企業を分布し，企業数として表章した

持株会社ではない ものであり，海外子会社数規模は国内の子会社の存否にかかわらず，

海外の子会社数の規模階級によって企業数として表章する。

Ａ～Ｂ
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【決算月】

第２２表　企業産業（中分類），資本金階級，決算月別企業数及び事業所数

  － 全国，都道府県，市区町村
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Ａ～Ｒ

      　 300万円未満
　 300～　500　　〃
 　500～1,000　　〃
 1,000～3,000　　〃
 3,000～5,000　　〃
 5,000～    1億円未満
     1～    3　　〃
　　 3～   10　　〃
　　10～   50　　〃
　　   　　50億円以上
　(再　掲)
　　　　5,000万円以下
    　  　　1億円以下
    　   　 3　　〃　

Ａ～Ｂ
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年２回
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※1

第２３表　企業産業（中分類），常用雇用者規模，決算月別企業数及び事業所数 － 全国
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     0～  　4人
     5～  　9
    10～ 　19
    20～   29
    30～   49
    50～   99
   100～  299
   300～  999
 1,000～1,999
 2,000～4,999
 5,000人以上
　（再　掲）
  　50人以下
 　100　　〃
 　300　　〃
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